
低炭素建築物新築等計画に係る技術的審査料金規程 

株式会社安心確認検査機構  

平成２５年４月１日制定 

平成２６年４月１日改正 

平成３０年４月１日改正 

令和５年４月１日改正 

 

（趣旨） 

第１条 この低炭素建築物新築等計画に係る技術的審査料金規程は，株式会社安心確認検

査機構（以下「当機関」という。）が別に定める低炭素建築物新築等計画に係る技術的

審査業務規程（以下「規程」という。）に基づき，当機関が実施する技術的審査業務に

係る料金（以下「審査料金」という。）について，必要な事項を定める。  

 

（審査料金の額）  

第２条 審査料金の額は，申請１件につき，別表に掲げるとおりとする。  

２ 前項の審査料金の額は，類似する住宅の技術的審査が一括又は効率的に実施できる場

合等には，実費を勘案して減額することができる。  

 

（審査料金の徴収）  

第３条 審査料金は，低炭素建築物新築等計画に係る技術的審査依頼書の受理時に徴収す

る。 

２ 前項の審査料金の徴収時期は，依頼者との協議により，依頼の時期の異なる物件をま

とめた一括納入等別の方法によることができる。  

３ 審査料金の徴収方法は，現金又は当機関の指定する金融機関口座振り込みのいずれか

の方法による。ただし，当機関がやむを得ないと認めた場合には，別の徴収方法による

ことができる。  

４ 前項の審査料金の納入に要する費用は，依頼者の負担とする。  

 

（適合証の再交付料金） 

第４条 依頼者が適合証を紛失又はその他の理由により再交付を申請する場合には，再交

付料金として１件当たり 4,400 円（税込）を徴収する。  

 

附則 

 この規程は，平成２５年４月１日から施行する。  

附則 

 この規程は，平成２６年４月１日から施行する。  

附則 

 この規程は，平成３０年４月１日から施行する。  

附則 

 この規程は，令和５年４月１日から施行する。  



別表 

 

低炭素建築物新築等計画に係る技術的審査料金（税込） 

 

１申請当たり住戸数（ｎ）  審査料金（円）  

ｎ＝１ 44,000 

ｎ＝２～１０  44,000＋6,600×ｎ 

ｎ＝１１～２５  110,000＋3,300×(ｎ－10) 

 

※２６戸以上の場合は，別途見積とする。  

※計画の変更依頼の場合は，それぞれの金額の２分の１とする。（10 円未満切捨て）  

※一戸建ての住宅及び住戸以外の審査料金については，準備中。 

 


